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はじめに
　国民国家の枠組みが揺らぎ，民主主義の理念が戦
争をけん引し，自由と平等の理想が人間を孤立さ
せ，貧富の格差に分断していくかにみえる現代世界
にあって、社会を形作ってきた価値観が流動化の一
途をたどっている。またそのいっぽうで、不安や安
全が強調される時代となった。時代の転形期をもっ
とも象徴するこの根底には、「近代」が創出した世
界観が臨界に達し，いまやその視座転回を求める時
代の水脈がある。その典型は＜知＞の体系にも示さ
れている。大学改革をはじめとして「文系」と「理
系」の分離など近代が創出した大学の存立基盤その
ものもまた臨界点をむかえている。昨今の大学改革
にはじまり、学部改組にともなう名称変更はその極
みである。
　文部科学省の「学校基本調査」によれば，1965
年度には59の学部名が異なって存在していたもの
が、2005年度にはその６倍の365におよび，いまや
伝統的な文、理、工、医などの学部名から国際関係、
経営政策などの４文字学部が登場し，近年では「環
国人情」と称せられる環境、国際、人間、情報の文
字が踊る学部へと変わってきている（「朝日新聞」
2006年４月16日）。本学部もまた，その潮流にのって、
教育学部から人間発達科学部へと改組した。
　しかし、ここでいま一度立ち止まって、「Human 
Development=人間開発／発達」なるものを吟味し，
時代の転換に即してその知のありようと、その概念
にメスを入れてみることは、当該部局に身を置くも
のにとって不可避な作業のひとつであろう。
　とくに、教育の国際化が叫ばれてから久しい。そ
れはたんに英語力の向上や国際交流活動だけで満た
されるものではない。人間形成の場としての教育に
あっては領域的な国家の枠組みからいったん思考を
解き放ち、地球的な視野にたつ実践的能力を培うこ
とも不可避である。それは、人間が拠ってたつ行動
基準がゆがみ、ニートなど個人と社会との絆が希薄
化したこんにちの日本社会において、個人を超えた
公共的な価値や人と人との結びつきに依る社会的資
本（ソーシャル・キャピタル）とよばれる信頼の絆
を再構築するためのソフトとして、ボランティア活
動を通じた社会的公共財の創出など、広範な教育的
な課題も多いのである。
　本稿では、新学部名に冠した「人間発達」なる名
称が含意する概念を筆者の専門分野である国際政治
学の立場から吟味し、そのもつ意味合いを検討する
なかで、いくつかの課題を提示したい。
　いうまでもなく、それは、「人間発達」なるもの
が国際的関心事から地球的な課題へと昇華する過程
であることを明示しておきたい。なぜなら、それは
近代の開発至上主義が反省され、主体のあり方の再
編が現代思想の重要な課題となっているこんにち、
国際社会が協力して取り組むべき「地球規模問題群」
(1)として国連がさししめす課題と底通しているか
らにほかならないからである。
１．「Human Development」を科学する
　20世紀を特徴づけてきた「国家」や「発展＝開発」
のモチーフは、その枠組みと観念が批判的検討ない
し克服の対象として俎上に上げられるようになり、
大きな変化にさらされはじめている。それは、歴史
の浅さや地域的起源の偏頗性、その観念的構築物と
しての危うさ、そしてそれにもかかわらず「国民」
の精神を呪縛し、差別や争いといった災厄をもたら
し続けていることで共通している。
　とくに、第二次世界大戦後、世界は「開発される」
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側と「開発されなければならない」側とに分断され、
国民という存在が「成長イデオロギー」とその「リ
スク」を共有することが含意され、絶えざる「国民
国家」化に大きく貢献してきた。しかも、この構図
は、東西両陣営による「冷戦」下において強化され、
また冷戦終結後の世界においても依然として力強く
存続しつづける論理となって、闘争の場を提供して
きたのである。
　 「開発」概念の歴史的変遷をたどってみれば明ら
かなように、人類の精神史に大きく烙印された進歩
思想にその原型がある［西川、2003 : 83‒109］。そ
れゆえ、戦禍で荒廃した地域の復興、「開発」が時
代の寵児となり、さらには遅れた世界に自由と平等、
民主主義という福音をもたらし、市民社会の自己転
回としてよりも国家が特定の目的をもって社会領域
に介入し、誘導する用法へと変化してきた。
　とくに、1951年米国トルーマン大統領は、大統領
教書において近代化促進のために、独立間もない第
三世界を「後進国」と名づけ、経済成長の段階に則
した「後進国」の底上げのために「開発」をおこな
う開発＝発展観を提示した。これによって、こんに
ちにいたる開発＝発展思想の根本を構築することに
なると同時に、東西冷戦の文脈のなかで、国家ヘゲ
モニーと直結させた資本主義体制を強化する装置と
しての開発が政治的言説として重用されるように
なったのである［佐藤、1989］。
　それゆえ、国際社会における「国際開発」という
概念は以後頻繁に登場することになる。この国際
開発なる概念は、1957年創設の国際学会（SID=The 
Society  for International Development）機関誌創
刊号（1959年）においてつぎのように定義されてい
る。すなわち、国際開発とは、第三世界や途上国世
界の国家発展（national development）のための国
際協力をさし、外からの入力によってこうした地域
の国家発展をいかに押し進めるかを課題とするもの
である。
　このことは、「開発」という行為そのものが植民
地主義の外皮を纏った学知の系譜に内蔵され、国
際社会の言説空間の構造と共鳴することで「普遍
性」を帯び、国家の行為規範となり、また国際規範
(International Norms)として受容されていくことに
なる［小熊，2000：171‒192．＆佐藤，2004 : 51‒63］。
　しかし、この外力としての国際開発は国家主導の
開発体制を制度化させ、貧富の格差、地域間較差を
拡大させ、大量の貧困人口を生み出し、人びとの経
済社会権をはく奪し、公害や環境破壊を広汎に押し
広げ、多くの人びとの生活環境を悪化させることで、
貧困化を促進し、経済成長の果実を大衆のすそ野に
まで浸透させる手段には至らなかったことが1980年
代に入って明らかになるのである。
　こうしたなか、国連開発計画（UNDP）（２）は
「人間開発」という概念をつくり出し、90年代か
らこんにちにいたるまで『人間開発報告（Human 
Development Report）』を公刊するようになり、開
発の主体を住民におき、大衆が経済発展に参画する
ことによってはじめて成長のすそ野が広がるという
考え方が生れるようになったのである。
　それでは、「人間開発」とは何かといえば、開発
の目標は経済成長ではなく、人間の選択肢の拡大範
囲を広げ、自由と人間の能力を拡大することであり、
そのために自律的な発展要素である人権の強化と通
底する教育や保健、仕事や安定した所得をえること
で社会参加の機会を人間自身がつくり出し、モノの
豊かさではなく、精神的な豊かさや自分の生き方を
豊かにするための方策をみいだすことである。
　それはいうまでもなく、人びとの自発的な行動を
保障する場としての市民社会の豊かさに還元され、
人間個々人の活動範囲を広げていくことで豊かにな
る道を模索することにほかならない［西川，2006：
25‒43］。いわば、人びとの、人びとによる、人び
とのための発展・開発とはなにかをみずからに問い
かける視座であり、その社会創造のための知的活動
とでもいえよう。したがって、この人間開発という
理念は、国際開発援助機関の革新的な認識にとどま
るものではなく、「先進」国／「後進」国を問わず、
世界の人びとの生活をより豊かにするための活動総
体を本来はさしており、市場経済のなかで獲得され
るべき物的豊かさのみに還元されえない広がりを
もっているのである。
２．「Human Development」の問題構制
　かくして、人間開発とは、「開発の基本的な目的
を人びとが長生きし、健康的かつ創造的な生活を送
ることのできる環境をつくりだす」（UNDP，1995，p．
143）、ことを目的にかかげる開発を人間開発と名づ
け、それを人間の選択の幅を広げ、達成できる複利
の水準を引き上げるプロセスをさしている。
　したがって、この人間開発の本質的な側面は、１、
健康で長生きできること、２、知識を得ること、３、
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許容し得る生活水準を維持するのに必要な資金を手
に入れことを通じて、健康・衛生や知識・教育といっ
た人びとの生活水準の向上と、そのための手段であ
る人びとの適切な市場への参加という二つの次元か
ら構成されているのである。
　この人間開発の実践にさいして重要な働きを果た
すのは、人びとの社会的行為における経済的価値を
もつ行為と経済的価値に還元できない人間的価値を
もつ行為、なかでも家庭や地域社会で営まれる社会
的な関係を育むための時間や活動が含意されており、
市場経済の外部におかれる家事労働やコミュニティ
活動などといった人びとの諸活動もまた同等の重要
性をもつものであることが明示されているのである
［中島,2000：77‒95］。
　こうして、この人間開発という理念は、国連を
はじめとする主要な国際開発援助機関の支配的な
言説となって、開発の現場における実践的な方針
の転換を余儀なくさせるほどの力となっている
（Weiss,T.&T.Carayannis,2001 : 25‒47）。しかも、
世界規模の貧困問題をいかに解決するかという地球
的な課題をめぐって、経済開発至上主義から脱して
人間中心の開発／発展認識にパラダイム・シフトさ
せたこの人間開発論は、1990年から『人間開発報告』
として毎年人間らしく生きられる社会に住んでいる
かを世界の人びとに問いつづけている作業に着手し、
近年のグローバル経済のもとではとくに、過大な不
平等を許容できないほどに拡大していることが道徳
的、政治経済的に分析されるようになってきている
のである［富田, 2004］。
　じじつ、途上国の半分の人口である約20億人はこ
れまでの20年間にほとんど経済的に成長していない
国に生活し、発展から取り残された地球人口の約
20％の人びとが１日１ドル以下の生活を強いられて
いること、読み書きができない15歳以上の非識字者
は世界で約７億8000万人にのぼることなど、枚挙に
暇がないほど世界の現実は、改善すらできない状態
にあり、「教育における南北問題」の解決が焦眉の
課題となっている。
　それは、先進国における人びとは何を議論してき
たのか［黒田、2001 : 125‒134］を自らが問わねば
ならないほど事態はその深刻さを増している。と同
時に、教育もまた、国民国家の枠組みのもとで制度
化されたフォーマルな教育にのみ収斂させるのでは
なく、インフォーマルな教育、すなわち、学校教育
システム外の教育活動による基礎教育、保健・衛生、
自然環境保全、平和構築といった領域横断的な生活
改善全般にわたるセクターへの広汎な教育の充実を
市民社会と協働して図られねばならないことはいう
までもない。
　たとえば、2003年の『人間開発報告書』は、つぎ
のような残酷なデータをしめしている。それによれ
ば、現在、この地球上の５人に１人に相当する12億
人が１日１ドル以下の生活を強いられ、37ヶ国で貧
困率が上昇し、19ヶ国では４人に１人以上が飢餓に
蝕まれているように状況は悪化に一途をたどってい
る。そればかりか、世界の２割に相当する最富裕層
が世界の所得のじつに８割以上を独占している、い
わゆる所得配分の不平等構造が「シャンパン・グラ
ス」のような巨大な格差を地球上につくりだしてい
る現実を突き付けている。
　このことは、必然的に「豊かな社会の貧困」を含
むことからもわかるように、開発＝発展の中心軸に
人間生活全体を視野に入れ、その改善にむけた社会
構造の把握と分析が重要であることを示唆している
ばかりか、ブータンに象徴されるように、開発＝発
展の指標や概念を国民経済にしめる総生産量に還元
することなく、国民総幸福量にみいだし、経済合理
性のかなたにある人間発達の無限空間を描き出すこ
とも重要な作業である［上田，2006］ことをしめす
なによりの証左なのである。
　その前提はなによりも、地球規模でこんにちの富
の蓄積に基づく成長が自然環境の破壊者であり、社
会的不平等の推進者であり、開発による発展が幸福
をむさぼり食いつづける世界から競争よりも協働
を根拠とする社会を考え、社会的正義を実現する
と称する経済主義から解放された人間像を提示する
ことが肝要となっている［Latouche,S.2003 : 256‒
261］からにほかならない。
　この意味では、BHN（Basic Human Needs：人間
として生きるうえでの最低限の必要）を満たす発展
／開発のありかた、内発的な社会開発を目標とする
社会参加のありかたなど、未解決な課題はじつに多
いのである［多賀、2002 : 2‒7］。
　くわえて、グローバル社会における構造的な歪み
から発する問題構制の把握にとっては、南北問題に
たいする視座構造の転回［岩城，1999：８章,徳永,
2001 : 259‒270］と、「途上国」という思想の解体に
向けた知の体系［Parﬁtt,T.2002 : 1‒11］にもメス
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を入れることで持続可能な（sustainable）グローバ
ル社会を構想しなければならないのである。
　したがって、開発の理念や開発実践にむかって人
間開発の取り組むべき課題は、たんに人間の諸活動
を市場経済の内部化に求めるのではなく、人間の行
動が全て市場価値によって算定される考えかたから
「語られない価値」への再審をつうじて新しい社会
形成にむけた構想力にかかっている。
３．「Human Development」から「人間の安全保障」へ
　戦後世界を席巻し,暴走しつづけてきた開発主義
は、いまや政治的、経済的事象に留まらず、生活様
式や価値、文化などにいたるまでの多くのインパク
トを及ぼすまでになった。このことは、市場への統
合による国家発展から人間の選択肢の拡大を重視す
る人間開発へと開発論の潮流が変化してきたことと
符合し、さらに人間にとっての豊かさとはなにかと
いう本源的な問いへと深化してきている。
　これは、まさに貧困を克服するために編み出され
たはずの開発が、かえって地域社会固有の伝統的生
活や文化を破壊し、逆に貧困をうみだすという皮肉
な結果をひき起こしているのである。だからこそ、
戦後生れた研究集団である国際開発協会が発刊する
機関誌においてすら、その誌名が５度にわたって変
更を余儀なくされていること、さらには近年では社
会的正義に立脚した民主的参加に焦点を遷えてきて
いるじじつからも、近代化論に裏打ちされた「発展
段階論という物語」［小田,1997 : 61‒78］に支えら
れた開発論にたいする風当たりが日増しに強まって
きている。
　げんに、開発至上経済、あるいは経済成長神話の
風圧に置かれた戦後日本社会、そのなかでも佐久
間ダムを分析した町村敬志の近著『開発の時間　
開発の空間』［2006年、東大出版会刊］の序章では、
つぎのように開発実践を活写している。「開発とは、
資本との連携を強める国家による国土空間の包摂と
それに向けた社会の再編（＝開発政策）であると同
時に、貧困に打ちひしがれるなかで戦後啓蒙と二重
写しになった「豊かさ」を探究しようとする人びと
のローカルな集合的実践（＝開発運動）でもあった。
（中略－筆者）第２に、開発とは、その現場に降り
ていけばいくほど不確実性を増し、しかも暴力的な
一面をもつようになり、開発はたしかに「豊かさ」
の実現と結び付けられて語られるが、実際には利益
を得られるかどうかの確証もないまま、人びとは開
発というプロジェクトに巻き込まれ、そこには明ら
かに犠牲や損失を被る数多くの人びとがおり、彼ら
の納得と諦めなしには実現しない。したがって、開
発とは、つねにそこに関わる膨大なアクターたちの
動員、そして主体化をめざす政治的・文化的な実践
をともなっている」（７頁）のである。
　このことは、開発／発展という課題が国家の課題
であると同時に個々の人間の問題であり、また、個
人の潜在的能力のはく奪をともない、貧困化を余儀
なくする暴力（平和研究者であるヨハン・ガルトゥ
ングはこれを「構造的暴力」と呼ぶ）を創出させず
にはおかない事象であることがわかる。それゆえ、
国連開発計画（UNDP）は、1994年の『報告書』で
は新たに「人間の安全保障（Human Security）」な
る新たな概念を提起し、世界のはびこる貧困と暴力
の問題を克服すべき開発の課題とするようになった
のである［佐藤,2005 : 115‒144］。
　この「人間の安全保障」とは、国家安全保障
（national security）と社会保障（social security）
につづく第三の安全保障概念であり、１、雇用と収
入、２、食糧、３、疾病、４、環境、５、物理的暴
力、６、地域民族、７、政治的人権の領域からなる
人間の安全を脅かす典型的な領域としてとりあげら
れており、安全と開発とが表裏一体的な関係にある
ことをしめしている。
　この概念が提起された背景には、社会的不正義が
平和を脅かす構造的な問題であり、国家が充分に機
能し得ない状況下での人間の安全を守ることで、こ
れまでおろそかにしてきた弱者への視点を促すこと
にあるとどうじに、「人間の安全保障」という包括
的な概念を媒介にして、開発が他の国際協力活動の
なかに組み込まれるようになることを意味している
のである。食糧、職業・所得、人権、武力紛争、不
平等、軍事支出といった多岐にわたる「人間の安全
保障」の指標は、あたかも国連開発計画の指導のも
とに、他の国際開発援助活動を統合しようとする試
みのあらわれであるかのようにみえるのもあながち
間違いではないのである［佐藤,2002：第８章］。
　くわえて、国家が充分に機能し得ない状況下で、
だれが人間の安全を守ることができるのかという問
題が依然として不明であるのは、この「人間の安全
保障」が人びとによる安全の確保という視点を強く
打ち出すことなく、もっとも弱い立場にある人びと
にとっての安全／不安全とはなにか、その有効な手
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段とは何かといった問題が等閑視されているところ
に難があるなかで、ガバナンス（governance）（３）
に委ねる傾向を強めてきているのである。
　いずれにしても、人間開発から人間安全保障への
視座深化をとげるなかで、人間の安全は、未来予測
不可能な時代にあって、あらゆる領域の根源的な変
化を呼び起こしながら、近代の知的体系と深く結び
ついた領域を超えた知的道具や言葉あるいは空間を
再審しながら、市場からの自由、健康の民主化、さ
らには民主主義の多層的・重層的な実践をつうじて
獲得しなければならないのである。
４.「Human Development」としての「市民」形成
　これまで、国際開発に関連する論議は、多くの場
合新古典派経済学、ケインズ経済学、制度学派、マ
ルクス主義経済学や国際政治経済学などの立場に
たって、それぞれの理論前提から経済開発や発展の
問題が語られてきた。また、1980年代の中ごろまでは、
国際開発問題や国際協力問題が「南北問題」として
論じられ、主として冷戦戦略のもとでの戦略論・政
策論的志向をもった開発・援助問題であった。いっ
ぽう、問題の当事者である「南」の世界の存在はな
いがしろにされ、開発や援助の受益者として論じら
れる傾向が強かった。
　しかしながら、国際社会の問題あるいは地球的規
模の問題としての南北問題は、1960年末から70年代
には経済的不平等を克服できない「南」の諸国から
新しい国際経済貿易秩序樹立を求める要求が資源ナ
ショナリズムとして台頭することで、あらたな対応
を迫れることになった。さらに、1980年代以降にな
ると、「南」の内部の格差と亀裂、環境問題、人口
問題、ジェンダー、感染症、人権、民主主義の問
題が浮上することで、問題認識も大きく変化するよ
うになってきた。とくに、1990年代以降からこんに
ちのグローバリゼィションの進展は、南北問題とい
う認識枠や伝統的な開発問題そのものに修正を求
める気運が高まってきている［Hoogvelt,A.1997：
part.1.］。
　そればかりか、近代の所産としての開発そのもの
への疑念が呈せられるようになり、開発とその裏に
ある「低開発」あるいは貧困の概念と決別し、新た
な社会変革の必要性を説く論議が押しひろがってき
ている［北野，2003 : 139‒154.＆郭,2004 : 16‒28］］。
　人間の発達や人間の発展、そのための人間開発は、
developmentに纏わりついた歴史的プロセスをぬぐ
い去り、巨大な一枚岩として取り扱うことから決別
して、「南」の貧しい人びとのみならず、あらゆる
人びとが自らの運命を自力で切り開き、自分らしく
生きられることを積極的に模索する社会を構想す
ることに求められねばならない［Escobar,A.1992 :
20‒56］。これは、なにも政治学にのみにかせれた課
題ではなく、人類に共通した地球的課題でもあるの
である。
　さきにみたように、Developmentの原像、それは
もともと市民社会の自由と進歩という普遍的な概念
を追及する動きであり、市民社会の自己転回として
あらわれてきたことを思い返してみる必要がある。
　この市民社会の進展が特定の社会層による資本の
無限蓄積という発動動因と市民社会を構成する倫理
性、平等性とのあいだに容易に解決しがたい矛盾を
露呈させ、この矛盾を克服する手段として市民社会
は国家システムと結びつき、国家に大幅に吸収され
て、市民社会のダイナミズムを失って福祉国家に統
合されたことで市民社会が本来備えている自己発展
の側面を喪失させたことで、国家による経済・社会・
文化過程への大幅な介入過程を近代という時代は歩
んできた［西川,2006］。
　この歴史をいま一度想起してみることで、岐路に
立つ国際協力を乗り越え、近代の所産たる開発を葬
り去るためにも市民社会を再考しながら、グローバ
ルな正義にむけたコスモポリタン的な構想のもとで
取り戻す道を模索する必要がある。それは、また
「公共性」という新しい理念と共鳴（resonance）
するのである［山口,2004 : 6‒15］。その一端は、シ
ティズンシップ・エデュケーション（citizenship 
education；日本語では「市民性教育」と訳している）
にみいだすことができよう。
　島袋純によれば、市民としての教養や責任を自覚
するだけではなく、地域、国家、EUのような共同体、
地球社会などのコミュニティの広がりのなかで、社
会参加のスキルや活動などを重視し、探究とコミュ
ニケィション技能の発展をつうじて積極的に社会参
加の促すために、教科横断的な教科としてイギリ
スで始められた手法である［島袋,jichiken@freeml.
com.4431&バンクス,2006］。
　とくに、市民性教育においては、市民的教養や知識、
政治的・社会的、文化的論議をつうじた課題の探究、
地域や学校への参加と責任を軸にして新たな社会形
成の担い手を創出するように組まれたカリキュラム
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になっており、連帯する社会、共同体としての社会、
利益よりも文化や信念、価値などを媒介として結び
あい、支えあい、助け合う主体としてのシティズン
に比重をおいていることである。
　このためには、おのずから、ソーシャル・キャピ
タルの土台をなす社会、個人、非営利組織との協同
が不可欠となり、新たな社会創造の可能性をみいだ
す第一歩となることで、人間発達のあらたな課題を
描出することができよう。
おわりに
　国際政治学研究の立場から人間開発論の系譜を辿
りながら、新たな時代の幕開けに臨むべき課題をみ
いだすために批判的構想力の重要性を強調すること
で、提起されている人間開発の問題群に接近し、そ
の限界を克服する道筋をみいだしてきた。
　本稿はその端緒につくための初歩的なスケッチに
すぎない。しかし、市民社会の到来を告げる時代に
おける唯一の応答であることにかわりはない。時代
の潮流は、刻一刻と変化を遂げ、人びとはそれに翻
弄されながらも一筋の光明を市民社会に求めざるを
得なくさせている現実から眼を逸らすことはできな
いのである。
＜註＞本稿は，平成16年度からの日本学術振興会科
学研究費補助金基盤研究（C）（課題番号16530106）
の研究成果の一部である。
（１）国連が掲げる「地球的課題」とは、アフリ
カ・イニシアティヴ、高齢化、農業、児童、気候変
化、文化、脱植民地化、地雷除去、開発協力、身体
障害者、軍縮、薬物規制、教育、選挙、エネルギー、
環境、家庭、食糧、統治（ガバナンス）、居住、保
健衛生、人権、人道、先住民、知的所有権、国際金
融、労働、国際法、海洋法、南極条約、最貧国、国
連ミレニアム総会宣言、パレスチナ、平和・安全保
障、人口、難民、社会開発、宇宙、統計、持続的発展、
テロ、貿易・開発、ボランティア活動、女性、青少
年の計46項目からなり、その多くに教育関連分野が
多く含まれていることは示唆的である。
（２）UNDPは、1966年、国連技術協力拡大計画と
特別基金と統合して設立され、国連が資金の統合、
事務手続きの簡素化、計画性の改善をつうじて開発
協力政策の総合的な強化を推進するために設立され
た。国連開発計画は、国連経済社会理事会の下部機
関として、国連開発協力活動の実施機関である国連
食糧農業機関（FAO）,国連工業開発機関（UNIDO）、
国連労働機関（ILO）などの国連専門機関にたいす
る資金供与と各機関との調整機能を有し、アフリカ、
アジア・太平洋、中南米・カリブ海、中東などの途
上国113ヶ国に常駐代表事務所をもち、各国政府と
協議して作成する国別協力計画にそった技術協力活
動を推進している。また、UNDPは加盟各国の自発
的な拠出金を主要財源とし、途上国政府の政策作成、
実行、管理、評価能力の向上とその体制・制度づ
くりを主眼とし、人類共通の課題である人口、貧困、
環境、食糧、水、災害防止、難民、一次産品、農村・
都市開発、国家・地方行政改革、技術移転などを重
点分野として活動してきている。1991年になってか
らUNDPは、インドの経済学者アマルティア・セン
やパキスタンのマブーブ・ハク博士らのケイパビリ
ティ・アプローチ（潜在能力論）を基礎にした新し
い開発・発展パラダイムを採用し、国際開発の指針
として公表するようになったのが、「人間開発」論
である［Murphy,C.N.2006：Chap.1］。
（３）ガバナンスとは政治、経済、社会運営のあり
方に関する概念であるが、政治ガバナンスとは基本
的に民主主義の構成要素である三権分立、法の支配、
人権の尊重と投票の自由、報道・言論の自由をさし、
経済ガバナンスとは財政収支、財政権限の移譲、行
政の効率化、透明性や汚職の程度といった要素から
なる。これにくわえて、シビル・ガバナンス（ソー
シャル・ガバンナスとも呼ぶ）とは、人間開発指標
の開発推進者であるハク博士研究所が提起するもの
で、市民に公的な問題意識を認識させる社会化の機
能をもつことをさしている。その他、制度ガバナン
スとか行政ガバナンスといった多岐にわたる用法も
ある［近藤,2003 : 1‒2．］。
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